


































































































































































































































　こうした事情を汲み取り、 1807年12月23日の大臣訓令 （instruction minis-
térielle）において株式会社の設立を欲する者は会社が将来保有しなければな




























































手段として、コンセイユ・デタは1829年に Les forges de La Joie 社に対し
資本金の額を40万フランから90万フランに引き上げることを求めた上で設立
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を許可した
（23）
。その前年には Compagnie des Transports par eau d’Elbeuf à 
Rouen 社に対して、資本金が130,000フラン（全額現物出資）では足りない













































に関する1856年 7 月17日の法律においてであった。同法律第 1 条が資本金の













った。資本金の全額引受且つ資本金の 4 分の 1 の金銭払込を設立条件とした
1863年の法律第 4 条の規定はその後株式会社一般につき準則主義を導入した








して全額引受を行うとする場合には少なくとも資本金の 4 分の 1 を構成し















解決を試み、前述した株式合資会社に関する1856年 7 月17日の法律第 2 条及
び 3 条は全額払込がなされるまでの記名株式制の維持そして株式ないし株式
の利札が譲渡可能となる条件として 5 分の 2 の払込を要求し、1863年 5 月23





































































債（effets publics）または約束手形（billets à ordre）で行うこともあった
とされる
（44）


















































初めて設けられるのは株式合資会社に関する1856年 7 月17日の法律第 4 条に
おいてであり、同条では金銭出資以外の出資がある場合に株主総会はその価
値を（専門家に）調査させる義務を負うと定められ、その内容は1863年 5 月


































　存続期間満了前の解散の基準となったのは資本金の 4 分の 3 に相当する損
失（「資本金の 4 分の 3 の損失（perte）」）が生じた場合である。「資本金の




。資本金の 4 分の 3 の損失が生じた場合の解散に関す
る規定は1863年 5 月23日の法律第20条に最初に置かれ、その後1867年 7 月24
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日の法律第37条に置かれた
（57）
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はあらゆる場合に公示される……。このように、第三者は会社が事業を

























きるとされている（1966年 7 月24日の法律第241条、現商法典 L.225-248条



























































































































律においてであり、資本金の額の10分の 1 に達するまで準備金（fonds de 












































定款による準備金（réserve statutaire）③任意準備金（réserve facultative 
ou libre）の三つがある。1867年 7 月24日の法律の規定を受け継ぎ、1966年
7 月24日の法律第345条そして現商法典 L.232-10条は株式会社においては純
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「会社契約においては他のあらゆる契約と同様に、各人は誠実性のルール

























































































社の成立と展開　会社本質論への手がかりとして　（ 1 ）～（ 4 ・完）」早大法研
論集149号～151号（2014）、153号（2015）を参照されたい。なお、株式会社形態の




（ 3 ）Sicard (G.), Aux origines des sociétés anonymes : Les moulins de Toulouse au 





（ 5 ）Lévy-Bruhl (H.), Histoire juridique des sociétés de commerce en France aux 
XVIIe et XVIIIe siècles, Domat-Montchrestien, 1938, p.93
（ 6 ）水車事業体の財産の総体は水車の財産（biens des moulins）または水車のオ
ヌール（honneur des moulins）と表現され、各構成員が保有する持分ユショー
（uchau）は事業体に結集された財産の一細分を表象し（Sicard, op.cit. (note 3), 
p.239 et pp.310-312）、鉱山事業体においては事業体の財産の総体を一通貨単位（リ
ーブル）とし、通貨の補助単位が個々の持分の単位となったが（Szramkiewicz, 






った（Weber (H.), La Compagnie française des Indes (1604-1875), A. Rousseau, 
1904, p.123, p.548, pp.633-634）。
（ 8 ）Escarra (J.), par Escarra (E.) et Rault (J.), Traité théorique et pratique de 
droit commercial, t.3, Sirey, 1955, no1140, p.195 もっとも、一定の条件が満たされ
ている場合には、無額面であっても株式として否定されないとされたが、この点に
つき無額面株式を発行した発起人に制裁を加えた破毀院判決として、Cass. crim. 
14 janv. 1905, D. 1906.1.129, note Le Poittevin; S.1907.1.529, note Wahl. 無額面
株式は英米法圏においては存在するものの、大陸法においては伝統的に想定されて
いなかった（V. Lagarde (G.), «L’action sans valeur nominale», in Travaux jur. 
et écon. de l’Univ. de Rennes, t.12, 1932, p.219 et s.）。しかし、実際には歴史を遡
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れば、20世紀初頭の一部の鉱山会社の資本は actions de quotité と呼ばれる無額面
株式に分割され、資本に対する一定割合を表象するとされていたほか、1917年 4
月26日の法律における労働者参加株式会社において発行される労働株（actions de 
travail）及び1932年12月11日の法律により Compagnies de navigation aérienne
からフランス国家に対して付与された享益株が存在していたことが指摘され、一定
の例外があったと見ることができる（V. Escarra, no1140, p.196）。額面は1998年 7
月 2 日の法律が制定されるまで定款記載事項であったが、同法律制定後はその記載
は任意となった（現商法典 L.228- 8 条）。
（ 9 ）アンシアン・レジーム期に société anonyme（匿名会社）と呼ばれた会社形態
は、現在でいう株式会社としての société anonyme とは全く異なるものであるこ
とに注意する必要がある。アンシアン・レジーム期の société anonyme は現在で





Le parfait négociant, Livre I, Chap. I, Des sociétés sous les noms collectifs de 






出資にのみこだわるという意味で「匿名」であった（Lévy-Bruhl, op.cit. (note 5), 
p.50）。
（10）後に明らかになるが、額面概念の弱点は通貨で表示されることから貨幣価値の




その一年後の1949年 8 月 4 日のデクレにより10,000フランとされたこと（Ripert
(G.), Aspects juridiques du capitalisme moderne, 2e éd., LGDJ, 1951, pp.114-115; 
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Escarra, op.cit (note 8), no1143, p.201）は貨幣価値の変動の激しさを物語ってい
る。一定の価値を有していたものがインフレまたはデフレの影響を受けるという
この問題は、第二次世界大戦以降に見られた物価の上昇により改めて認識された
（Goré (F.), «La notion de capital social», in Mélanges Rodière, 1981, p.94. この点
を理由として Goré 教授は資本金の意味が消滅していることを指摘する。）。1998年













込を行う必要があり（商法典 L.225-1、L.225-3条）、また 7 名のうち少なくとも 1
名は自然人でなければならないとされている。株主数 7 名という要請は1862年のイ
ギリス会社法の規定（ただし、イギリス法では社員ではなく発起人の数が 7 名とさ





（Rivière (H.F.), Commentaire sur la loi du 24 juillet 1867 sur les sociétés suivi 
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合理的な数である 2 名という数さえも守られなかったことが指摘される（Lagarde 
(G.), «De la société anonyme à l’entreprise publique», in Mélanges Ripert, t.2, 





に、株式会社形態をとる自由業会社（société anonyme à exercice libéral）に関し
ては1990年12月31日の法律第 4 条により社員数は最低 3 名とされている。
（13）Obs. Trib. Toulouse, cité dans Troplong (R.), Commentaire du contrat de 
société en matière civile et commerciale, Meline, Cans et Cie, 1843, p.544
（14）Instruction adressée aux préfets et aux chambres de commerce, par le 
Ministre de l’Intérieur, sur l’exécution de l’article 37 du Code de commerce, 
relatif aux Sociétés anonymes, 23 déc. 1807, in Circulaires, instructions et 
autres actes émanés du Ministère de l’Intérieur, t.2, 2e éd., 1822, p.63
（15）Instruction du Ministre de l’Intérieur sur les demandes en autorisation et 
approbation, 22 oct. 1817, in Circulaires, instructions et autres actes émanés du 
Ministère de l’Intérieur, t.3, 2e éd., 1823, p.266
（16）ripert, op.cit. (note 10), p.59 et s.
（17）Ibid.
（18）Ripert, op.cit. (note 10), p.60







（20）Didier (P.), «Le capital social et la protection des créanciers sociaux», in Le 
Code de Commerce (1807-2007) Livre du Bicentenaire, Dalloz, 2007, p.203
（21）Lefebvre-Teillard (a.), La société anonyme au XIXe siècle, PUF, 1985, p.119 
なお、この著作を基礎とした研究として、豊岳信昭「1807年商法典から1867年フラ




（23）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.120
（24）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.236
（25）Lefebvre-Teillard (A.), «L’intervention de l’Etat dans la constitution des 
sociétés anonymes (1807-1867)», Rev. hist. de dr. fr. et étr. 1981, No3, p.412
（26）フランスにおける最低資本金制度については、第三章において検討する。
（27）Freedeman (C. E.), Joint-Stock Enterprise in France 1807-1867. From Privileged 
Company to Modern Corporation, The University of North Carolina Press, 1979, 
p.75
（28）Bouvet (M.), «Le Conseil d’Etat et l’économie de la France sous la monarchie 
de Juillet (1830-1848)», in Le Conseil d’Etat et le développement économique de 




が、実際にこうした手続に従う例はわずかであったとされる（Vincens (E.), De la 









Rapport fait au nom de la Commission, Séance du 3 mai 1867, in Tripier (L.), 
Commentaire de la loi du 24 juillet 1867 sur les sociétés, t.1, Muzard, 1867, no 
230, p.92）。
（31）Rivière (H. F.), Explication de la loi du 17 juillet 1856, relative aux sociétés 
en commandite par actions, A. Marescq et E. Dujardin, 1857, no30, pp.32-33 こ





おける払込は「資本金の 4 分の 1 の金銭払込」とされた。これに対し、1867年の法
律においては「各株主によりその引き受けた株式の額の少なくとも 4 分の 1 の払
込」とされ、「金銭払込」であることが要求されていないことを指摘しておく。
（33）Instruction du 23 déc. 1807, op.cit. (note 14), p.64 なお、この点はアンシアン・
レジーム期から引受及び払込に困難が伴ったことを想起させる。
（34）設立に際して全額引受が要求されたことにより、発起人が自ら新株を全て引き
受ける事態も生じ、1859年 8 月29日判決（Cass. 29 août 1859, D. 1860.1.385）にお
いて破毀院はその危険性に警鐘を鳴らした。
（35）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.120
（36）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.128 分割払込制には資本参加の敷居を低
める意味があったと考えられる。最初の払込は引受と同時に行われることが多かっ
たが（鉄道会社においては一般的に引受額の10分の 1 以上の払込がなされた）、保
険会社の場合は事業開始の要件として資本金額の 5 分の 1 以上の払込をコンセイ
ユ・デタが要求していた。この点は、保険会社が公益的事業であることによると思
われる。保険会社 La France 社の額面5,000フランの株式に関して引受時に100フラ
ンのみの払込がなされたことが示すように会社に発行額分が結集されているわけで
はなかったが、その反面、株主は各株式につき国債900フラン分を担保として会社








（38）Freedeman, op.cit. (note 27), p.72 et p.80
（39）設立許可を受ける前に株式投機が生じてしまうケースもあった。このような事
例を防ぐために、1845年 7 月15日の法律は1807年商法典第37条に基づき設立許可を
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受けるまでは株式の発行を禁じた（Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.132）。
（40）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.122, pp.129-130 最終的に全額払込の期
限が設けられ、 5 年と定められたのは1943年になってからである。
（41）実際にこのような状況が鉄道株について生じた（lefebvre-teillard, op.cit. 
(note 21), p.128）。後に1856年の法律が 5 分の 2 以上の払込がない場合には株式の
譲渡が認められないことを定めたのはこうした事情を背景とする。
（42）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.129
（43）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), pp.131-140 この際、株式の額面だけでな
く、遅延利息及び払込までに生じた諸費用の支払義務も生じたが、その反面、会社
による売却価格に余剰分が出た場合には、株主はその返還を受けた。1850年 2 月
19日判決（パリ）は、このような旨の条項の有効性を確認する（CA Paris, 19 fév. 
1850, D. 1850.2.107）。なお、保証条項に関しては原始引受人ではなく単なる譲渡
人に対して保証を求める条項を設ける会社も1850年まで見受けられた。
（44）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.132 また、他社の株式により支払がなさ
れたという稀な例が一つある。
（45）Lefebvre-Teillard, op.cit. (note 21), p.135 ただし、コンセイユ・デタの意図に
反し、大臣による特別の許可を得て全額払込がなされていないにもかかわらず無記
名株式を発行した例が二件ある。
（46）Lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), p.142 et s.
（47）lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), pp.236-237
（48）初期の例として1816年の鉱山会社の例が挙げられ、当時の内務大臣は技術者の
協力及び鉱山理事会（Conseil général des Mines、鉱業に関する識者により構成
される組織）に鑑定意見を求めた（lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), p.142）。
（49）Lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), p.145
（50）Lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), p.147 et s.
（51）Lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), p.149 et s.
（52）Lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), p.159 et s.
（53）公証人は届出がなされた内容につき何らコントロールを及ぼさず証書を作成す
るにとどまったため、実効性はなかったとするのはリペール教授である（ripert, 
op. cit. (note 10), p.116）。こうした状況を受けて、1937年 8 月31日の法律による
改正に基づき、公証人が株主により拠出された資金（fonds）を一旦受領しなけ
ればならないとされたが、設立の適法性を審査するわけではなく、預託供託金庫
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（55）Instruction sur les demandes en autorisation et approbation de Sa Majesté 
pour l’établissement des sociétés anonymes, 11 juillet 1818, op.cit. (note 15), 
p.350 解散基準を資本金ではなく運転資金（fonds de roulement）とすべきである
とした鉱山理事会（Conseil général des Mines）の一部の構成員の見解を反映し、
実際に定款に運転資金を基礎とした割合を解散基準として定める会社も見受けられ
た（lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), p.237）。
（56）blanc (P.), De la perte des trois quarts du capital social dans les sociétés 
anonymes, thèse, Paris, 1939, p.3 et p.6 確かに、 立憲王政時代に一部の保険会社
において会社の法律上当然の解散事由とされた水準である（duvergier (J.-B.), 
Collection complète des lois, décrets, ordonnances et règlemens et avis du Conseil 
d’Etat, t.42, 1842, p.84, p.146）。
（57）有限会社に関しても同じ規定が適用されることとなり、1938年 6 月14日のデク
レによる改正後の1925年 3 月 7 日の法律第36条に定められることとなった。
（58）schaeffer (E.), «Des causes d’ordre public de dissolution des sociétés», in 
Mélanges Hamel, 1961, no28, p.243
（59）schaeffer, op.cit. (note 58), no29, p.244
（60）Deuxième rapport de la Commission, in tripier, op.cit. (note 30), no610, pp. 
238-239
（61）Ibid.
（62）株主総会に判断権限を残すことを支持する見解として、例えば pont (P.), 
Explication théorique et pratique du Code civil, t.7 bis, Commentaire-traité des 
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（64）houpin (C.) et bosvieux (H.), Traité général théorique et pratique des sociétés 
civiles et commerciales et des associations, t.2, Sirey, 1925, no1057, p.452; escarra, 
op.cit. (note 8), no1078, pp.107-108 詳しくは deruppé (J.), «La clause d’intérêts 
fixes», in Mélanges Hamel, 1961, no2, p.180。平成17年会社法で廃止された我が国
の建設利息の沿革上のモデルに相当するのではないかとも考えられるが、この点に
ついてはいずれ検証の機会を持ちたい。
（65）この問題を扱った初期の論文として、 thaller (E.), «De la clause de répartition 
des intérêts en l’absence de bénéfices», Journ. soc. 1884, p.171, p.391, p.465, p.570。
（66）主に係争の対象となった事例は合資会社の事例である（Cass. req. 19 mai 1847, 
S. 1847.1.586 ; Cass. civ. 8 mai 1867, D. 1867.1.193 ; Cass. civ. 8 mars 1881, D. 
1881.1.198 ; Cass. civ. 7 nov. 1899, D. 1900.1.369 ; Cass. civ. 15 nov. 1910, D. 1912. 
1.97 ; Cass. civ. 5 mai 1915, S. 1915.1.65, note lyon-caen; CA Lyon, 8 juin 1864, 
S. 1865.2.38; CA Paris, 1er juin 1876 ; 9 août 1877, D. 1879.2.193; CA Douai, 9 avr. 
1879, S. 1879.2.320 ; CA Paris, 21 déc. 1906, Journ. soc. 1907, p.430）。株式会社の
事例として CA Aix, 5 juill. 1911, Journ. soc. 1912, p.431。
（67）deruppé, op.cit. (note 64), no8, p.184. V. not. troplong (R.), Du contrat de 
société, t.1, C. Hingray, 1843, no191-192, pp.188-190; pont, op.cit. (note 62), no1456, 
p.480 et s.
（68）株式合資会社についてではあるが、alauzet (I.), Commentaire du Code de 
commerce et de la législation commerciale, 3e éd., t.2, LGDJ, 1879, no687, p.553; 
bédarride (J.), Commentaire de la Loi du 24 juillet 1867 sur les sociétés en 
commandite par actions, anonymes et coopératives, t.1, Durand et Pedone-Lauriel, 
1871, no233, pp.315-316 ; rivière, op.cit. (note 12), no104, p.143。






（70）ripert (G.) et roblot (R.), par germain (M.) et magnier (V.), Traité de droit 
des affaires, t.2, 21eéd., LGDJ, 2014, no2483, p.660
（71）「準備（réserve）」の語が示すように、将来に向けた用心の意識をそこに読み




制・債権者保護にあると説明するのが通説の立場であった（V. not. thaller (E.), 
«Amortissement et fonds de réserve», Ann. dr. com. 1895, p.241 et s.）。会社の
資力が不十分である際には取締役の責任追及も可能であったが、判例は取締役に対
して寛容な立場を示し、取締役の重過失・悪意が立証されなければ責任を問われ
ない状況にあった（tacquet (A.), La réserve légale dans les sociétés anonymes, 






(note 5), pp.229-230）、現在でいう定款による準備金（réserves statutaires）の原
型なるものが既にフランスに存在していたと考えられる。




ねられていた（lefebvre-teillard, op.cit. (note 21), pp.224-225）。割合が定めら
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